
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

　固定資産          92,515,504 　固定負債          39,326,220

　　有形固定資産          80,526,867 　　地方債等          26,255,781

　　　事業用資産          27,143,016 　　長期未払金                  －

　　　　土地          13,858,823 　　退職手当引当金           3,131,654

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                  35

　　　　建物          44,729,314 　　その他           9,938,750

　　　　建物減価償却累計額        △32,586,324 　流動負債           3,403,100

　　　　工作物           1,994,745 　　1年内償還予定地方債等           3,056,298

　　　　工作物減価償却累計額           △857,535 　　未払金               6,725

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金             291,252

　　　　航空機                  － 　　預り金              47,970

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他                 856

　　　　その他                  － 負債合計          42,729,320

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】

　　　　建設仮勘定               3,993 　固定資産等形成分          97,039,044

　　　インフラ資産          52,220,177 　余剰分（不足分）        △38,921,955

　　　　土地           3,834,476 　他団体出資等分                  －

　　　　建物             957,599

　　　　建物減価償却累計額           △453,290

　　　　工作物          97,747,076

　　　　工作物減価償却累計額        △50,312,830

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定             447,146

　　　物品           3,788,090

　　　物品減価償却累計額         △2,624,417

　　無形固定資産           1,295,949

　　　ソフトウェア              67,128

　　　その他           1,228,821

　　投資その他の資産          10,692,688

　　　投資及び出資金             104,469

　　　　有価証券              25,209

　　　　出資金              79,260

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金                  －

　　　長期延滞債権             229,637

　　　長期貸付金                 600

　　　基金          10,373,330

　　　　減債基金                  －

　　　　その他          10,373,330

　　　その他                 360

　　　徴収不能引当金            △15,708

　流動資産           8,330,906

　　現金預金           3,399,009

　　未収金             274,469

　　短期貸付金                  －

　　基金           4,523,541

　　　財政調整基金           3,462,745

　　　減債基金           1,060,795

　　棚卸資産               2,395

　　その他             139,150

　　徴収不能引当金             △7,658

　繰延資産                  － 純資産合計          58,117,090

資産合計         100,846,410 負債及び純資産合計         100,846,410

山梨市

全体

全体貸借対照表
（令和7年03月31日 現在）



山梨市

全体

（単位：千円）

科目 金額

経常費用                     29,772,492

　業務費用                     14,803,323

　　人件費                      3,937,771

　　　職員給与費                      3,182,956

　　　賞与等引当金繰入額                        291,252

　　　退職手当引当金繰入額                        307,940

　　　その他                        155,623

　　物件費等                     10,205,374

　　　物件費                      6,455,991

　　　維持補修費                        477,870

　　　減価償却費                      3,271,513

　　　その他                             －

　　その他の業務費用                        660,178

　　　支払利息                        220,976

　　　徴収不能引当金繰入額                         17,521

　　　その他                        421,680

　移転費用                     14,969,169

　　補助金等                     11,487,664

　　社会保障給付                      3,457,434

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                         24,071

経常収益                      1,537,069

　使用料及び手数料                      1,162,715

　その他                        374,354

純経常行政コスト                     28,235,423

臨時損失                         57,441

　災害復旧事業費                         19,749

　資産除売却損                         37,540

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                            152

臨時利益                          7,621

　資産売却益                          4,591

　その他                          3,030

純行政コスト                     28,285,244

全体行政コスト計算書
自 令和6年04月01日

至 令和7年03月31日



（単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 55,674,768 95,822,698 △40,147,930 －

　純行政コスト（△） △28,285,244 △28,285,244 －

　財源 30,692,361 30,692,361 －

　　税収等 22,036,377 22,036,377 －

　　国県等補助金 8,655,984 8,655,984 －

　本年度差額 2,407,118 2,407,118 －

　固定資産等の変動（内部変動） 1,392,306 △1,392,306 －

　　有形固定資産等の増加 1,663,531 △1,663,531 －

　　有形固定資産等の減少 △3,253,775 3,253,775 －

　　貸付金・基金等の増加 7,538,585 △7,538,585 －

　　貸付金・基金等の減少 △4,556,036 4,556,036 －

　資産評価差額 － －

　無償所管換等 38,656 38,656

　他団体出資等分の増加 － －

　他団体出資等分の減少 － －

　その他 △3,452 △214,615 211,163

　本年度純資産変動額 2,442,322 1,216,347 1,225,975 －

本年度末純資産残高 58,117,090 97,039,044 △38,921,955 －

山梨市

全体

全体純資産変動計算書
自 令和6年04月01日

至 令和7年03月31日

科目 合計



山梨市

全体

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】

　業務支出                     26,308,919

　　業務費用支出                     11,339,750

　　　人件費支出                      3,613,840

　　　物件費等支出                      7,094,856

　　　支払利息支出                        220,976

　　　その他の支出                        410,077

　　移転費用支出                     14,969,169

　　　補助金等支出                     11,487,664

　　　社会保障給付支出                      3,457,434

　　　他会計への繰出支出                             －

　　　その他の支出                         24,071

　業務収入                     31,415,864

　　税収等収入                     21,914,707

　　国県等補助金収入                      7,977,966

　　使用料及び手数料収入                      1,149,947

　　その他の収入                        373,244

　臨時支出                         19,901

　　災害復旧事業費支出                         19,749

　　その他の支出                            152

　臨時収入                             －

業務活動収支                      5,087,044

【投資活動収支】

　投資活動支出                      9,143,284

　　公共施設等整備費支出                      1,804,725

　　基金積立金支出                      7,223,559

　　投資及び出資金支出                             －

　　貸付金支出                        115,000

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                      5,460,700

　　国県等補助金収入                        750,750

　　基金取崩収入                      4,437,951

　　貸付金元金回収収入                        115,000

　　資産売却収入                          4,591

　　その他の収入                        152,408

投資活動収支                    △3,682,584

【財務活動収支】

　財務活動支出                      3,618,082

　　地方債等償還支出                      3,618,082

　　その他の支出                             －

　財務活動収入                      1,729,200

　　地方債等発行収入                      1,729,200

　　その他の収入                             －

財務活動収支                    △1,888,882

本年度資金収支額                      △484,423

前年度末資金残高                      3,837,058

本年度末資金残高                      3,352,636

前年度末歳計外現金残高                         52,065

本年度歳計外現金増減額                        △5,691

本年度末歳計外現金残高                         46,373

本年度末現金預金残高                      3,399,009

全体資金収支計算書
自 令和6年04月01日

至 令和7年03月31日



注記

1 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産 取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの 再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格1円としています。　

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの 取得原価

取得原価が不明なもの 再調達原価

② 無形固定資産 原則として取得原価

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的以外の有価証券

市場価格のないもの 取得原価

② 出資金

市場価格のないもの 出資金額

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 貯蔵品 移動平均法による原価法

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

ア 建物 6年～50年

イ 工作物 10年～60年

ウ 物品 2年～17年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。） 定額法

③ リース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

ただし、取得価格が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格1円としてい
ます。

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっ
ています。）

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリー
ス取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リー
ス取引を除きます。）



(5) 引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

② 退職手当引当金

③ 損失補償等引当金

④ 賞与等引当金

(6)  リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7) 全体資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

(8) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

退職手当債務から山梨県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額
から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、山梨県市
町村総合事務組合における積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算し
た額を控除した額を計上しています。

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受
払いを含んでいます。

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収
不能見込額を計上しています。

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健
全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上し
ています。

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相
当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上してい
ます。

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額
が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）



2 重要な会計方針の変更等

(1) 会計方針の変更 該当事項ありません。

(2) 表示方法の変更  該当事項ありません。

(3) 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更 該当事項ありません。

3 重要な後発事象 該当事項ありません。

4 偶発債務  該当事項ありません。

5 追加情報

(1) 連結対象団体（会計）

連結の方法は次のとおりです。

地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

(2) 出納整理期間

(3) 表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア 範囲

イ 内訳

特別会計 全部連結 -

地方公営企業会計

交通・火災災害共済事業特別会計 -全部連結特別会計

-

特別会計 全部連結 -

特別会計 全部連結 -

区分 連結の方法 比例連結割合団体（会計）名

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

浄化槽事業特別会計

簡易水道事業会計

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）において
は、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の
計数としています。

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 -

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 -

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結

普通財産かつ売却可能な資産

売却可能資産はありません。

全部連結 -

介護保険特別会計 特別会計 全部連結 -

活性化事業特別会計(温泉) 特別会計 全部連結 -

居宅介護予防支援事業特別会計 特別会計 全部連結 -



附属明細書

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却
累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残
高

（D)－（E)
（Ｈ)

 事業用資産 60,528,152 234,693 175,970 60,586,875 33,443,858 996,523 27,143,016

土地 13,861,649 24,374 27,200 13,858,823 - - 13,858,823

立木竹 - - - - - - -

建物 44,722,339 146,245 139,270 44,729,314 32,586,324 910,482 12,142,991

工作物 1,934,664 60,081 - 1,994,745 857,535 86,042 1,137,210

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 9,500 3,993 9,500 3,993 - - 3,993

 インフラ資産 101,636,541 1,434,986 85,231 102,986,297 50,766,120 2,002,504 52,220,177

土地 3,740,340 94,136 - 3,834,476 - - 3,834,476

建物 957,599 - - 957,599 453,290 27,717 504,309

工作物 96,516,872 1,272,505 42,301 97,747,076 50,312,830 1,974,787 47,434,247

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 421,730 68,345 42,930 447,146 - - 447,146

 物品 3,746,093 48,111 6,114 3,788,090 2,624,417 151,273 1,163,674

165,910,786 1,717,790 267,314 167,361,262 86,834,395 3,150,301 80,526,867合計

区分

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細


